
11. 新潟中越地震での被災企業調査

建部謙;台

1.調査概要

新潟県中越地震では新潟県小千谷市の 14社について現地調査を行った。その概要を表 lに示す。地震の震度

は6強である。調査方法はヒアリング調査とアンケート調査で、調査企業の内訳を図 lに示す。製造業が 7社、

商業が 3社、サービス業が 2社、建設業 l社、医療・福祉が l社の計 14社である。

表 1 新潟中越地震調査概要

2004年度 2005年度

調査内容 被災状況と震災事前事後の対応 被害と被害金額

調査方法 アンケート調査、ヒアリング調査 アンケート調査、ヒアリング調査
合
言十

調査期間 2004年11月から12月 2005年11月から2006年3月

調査企業 製造業、サービス業 製造業、建設業、商業

調査企業数 7社 7社 14社

表 2 ヒアリング調査の主な結果

祖害現
企昔告名華甚

百議鵠円 ・床の描lすや量王盟井盤の蓋剥れ(半導

ガ(機ス 止)

A 製エ也旦
社業

) 

(各畳種の直開鵠尭運と製動造用)軸
2憶9625万円

Eil2雛111T嬢EF
l齢iB 製造

社業

(米軍スナッウの製造) 45凹万円
鉄地骨盤筋の交段い差の尭湾生曲

ーガ蒸櫨ス気捕菅配のの性管損の置樽担ずれ樺

c 製造
社 業

) 

(電輔の製造販売) 98凹万円 '床の盟打ち祖宮 ‘国櫨曹輔のの損位揮置ずれ

~ 1: 
社業

) 

(工ド1)場ル櫨チ柑ヤ器ツウ具、のツ製造リンI 90叩万円
回・天檀外壁井喪町のが揖事崩落れ幅 -はめ鞍亨位ヲし置霊トず、ガれボライスラのー損の需損

E 製造ゲ(システム他)) -槽空調描 樽
社

業
) 

(力フ プリントの現埠) 0万円
目‘建建床物物の盟の打沈亀ち裂下植部害分か ・司配惜械寝のの損揖幅憧(個人により)

社F 商業 の らの水漏れ植害

(童品の臨売製造) 40凹万円
調1外棟壁i士の解剥体離に追いこまれる被害

固胃・阻櫨貴ス(市ー捕菅晶媒パ設のの菅ー損備属、の歯の童ン内揖ヨー部慣ケ商品スの、散市百麗L車

社G 商業

) 

(衣料品甑売) 0万円 建壁物の歪み被害
田什ガ自ス動器菅類ドアののの損損損傷樺信(由人により) の剥離

社H 商業

) 

(拙合建設業) 33叩万円
‘外基1樹礎壁立の・解内損壁体樺にの追剥い離こまれる被害

建具の損宙

I 建

社 設業

) 

( 

壇匡(摘院 a詰揮所・介護 5万円 a建物の建替えに追いこまれる被害 ー浄水管、下水官、水槽の揖悟

J 
福祉 老人楳僅施設等) (財団法人の晶)町壁の事i離社

業
) 

97 

調査企業内訳

7日 7目

51目

21出

図製造業

圏商業

ロサービス業

口建設業

l圏その他

図 1 調査企業内訳

2.建物被害について

この現地調査でのヒアリング結果を表 2に示す。

これらのヒアリング結果より分かったことは、建物被

害について柱、梁、壁、床の躯体や、天井、開口部な

ど、被害が様々で、強度の低かった部分に被害が出た

と思われる。

今回被害を受けた地域は地盤状況が悪く、地震の震源

深さも 13kmとごく浅かった影響も受け、建物基礎

の損傷や床の波打ちといった被害が多く見られた。逆

に、新潟県は豪雪地帯ということで、建物の多くは耐

雪構造となっているので、建物被害が少なくてすんだ

のではないかという企業もあった。

建築設備被害について

建物の被害と同様に被害は様々で、電気配線@ガス

管。水道管・油送管・空調設備の被害があった。これ

らは、天井・壁等建物内に埋め込まれるものであるが、

建物が被害を受けると影響を受けてしまう。また、配

管については地中に埋め込まれるものが多く、地盤強

度の弱い地域では配管の損傷という被害が出た。

機械設備被害について

製造業に関しては、機械の位置のずれによる被害が

多く見られた。商業に関しでも、機械在使う企業では

機械の位置のずれや機械そのものが壊れてしまったも

のも見受けられた。



3.地震後の対応

地震後の対応として各社がどのような対応をしたかを表3に示す。これは企業の経営資源を「ヒト・モノ・カネ・

情報」の 4つに分類し、経営的観点から企業がどのような対応を取ったかを整理したものである。

この結果、ヒトへの対応として、製造業の何社かはヘルメットを購入して、工場で働く従業員たちの頭部の安

全を確保する事を行っている。商業に関しては、とりあえず現状回復までという傾向が強く、特に新たな対策に

取り組む姿勢はあまり感じられなかった。しかし、マニュアルの必要性を考えていると回答した企業が 1社あっ

。
た

次に、モノへの対応としては、地下にあった配管を地上に置く措置を取っていた企業があった。

カネに関しては、従業員へ見舞金を支給する企業が数社見られ、地震保険への加入の必要性を感じている企業

もあった。これらはいずれも体力のある中規模の企業である。

最後に、情報に関しては、マニュアルや地震対策の見直しを行う、あるいは連絡網の整備を行うという企業が

3社あるのみで、その他の企業については特に新たな対策を実施していなし、。この背景として、被害にあったこ

とを忍耐強く受け止め、もうこれ以上の災害は近い将来には来ないという受け止め方をする、この地域の人々の

気質が出ているものと考えられる。

4.企業の売上高と被害金額の関係

企業の売上高と被害金額の関係を見ると、企業規模が大きくなるほど被害規模も大きいことは先に述べた。し

かし、売上高で被害金額を割って比率を求めたものを「被害率」とすると、被害率はせいぜい数%程度に留まっ

ている(表 3)。これに対して、小規模な企業では 10%以上となるケースが多い。よって企業規模の小さいもの

は資金面からも復旧・復興が難しくなると考えられる。

表3 地震後の対応一覧表

5.まとめ
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うな大地震が起こるとは誰も思っ
I ~ I量|年世出世判官i翠写主要望| 見舞金の支給 |連絡網の整備の必要性|

ていなかったということを多くの
岡田万円 |田億円

経営者、防災担当者が語っている。
I ii I 引間山で言語C~ーは|昔思議言控室| 特に無い |特に実施山ない l 即日万円 |羽田万円

幸いなことに二次災害はほとんど

起こらなかったが、都市部でこの
I 主 i 宰 |間以訓練円千a巴し ""'1喜1T-r.)ld-とどzι、"主主| 特fこ無い | 特に実施していない | 町田方円 1"低円

ような状況であると、火災による
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二次被害が起こるなど、甚大な被
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教訓にして、防災マニュアルの再

検討や司1[糠の見直しといったこと

を行っている企業も見られる。
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